
横須賀市農地造成指導要綱 

 

（総則） 

第１条  農地造成に伴うがけ崩れ、土砂の流出等による周辺農地及び住宅地等に対

する被害を防止し、並びに優良農地を維持保全するために必要な技術的指導をす

ることについては、別に定めがあるもののほか、この要綱の定めるところによるも

のとする。 

（定義） 

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

（１） 農地造成 耕作者又は耕作者の依頼若しくは承諾を得ている者が農地法（昭

和 27 年法律第 229 号）第２条第１項に規定する農地（以下「農地」という。）の

形質を変更し、又は農地以外の土地を農地にするために土地の形質を変更する

行為をいう。 

 ただし、造成面積が 10,000 平方メートル以上で換地を伴う行為は土地改良法

（昭和 24 年法律第 195 号）の適用を受けさせるものとし、この要綱の対象から

除く。 

（２） 軽易な農地造成 前号に定める農地造成のうち、農地法第４条第１項又は第

５条第１項の規定に基づく一時転用許可を要さないが、この要綱で対象とする

行為であって、農地の形質を変更する行為かつ耕作土のみを搬入する行為で、

耕作中断期間が３か月以内、造成面積が 1,000 平方メートル以内で、かつ、盛

土高、切土高又は埋立・掘削の深さが施工基面から１メートル以下のものをい

う。 

（３） 農地造成者 自ら農地造成工事を行い、又は農地造成に関する工事を発注す

る土地所有者をいう。 

（４） 工事施工者 農地造成に関する工事の請負者をいう。 

（農地造成に係る農地転用の取扱い） 

第３条 農地造成については、軽易な農地造成及び土地改良法の適用を受けるもの

（土地改良法に基づく土地改良事業）を除き、農地法第４条第１項又は第５条第１項

の規定に基づく一時転用許可を要する。 

２ 前項の許可申請及び許可については、農地造成に係る農地転用事務処理要綱（平

成 12 年６月１日神奈川県制定）に基づいて行うものとする。 

（農業委員会の責務） 

第４条 農業委員会は、優良農地を確保するため、この要綱を適切、かつ、円滑に 

運用するよう努めるものとする。 

（農地造成者及び工事施工者の責務） 

第５条 農地造成者及び工事施工者（以下「農地造成者等」という。）は、農地造成

を行うに当たっては、優良農地の重要性を考慮し、この要綱に定める事項を誠実に

履行しなければならない。 

２ 工事施行者は、軽易な農地造成を除き、農地造成の申請をするときは、あらかじ



め農地造成等に関する工事の施工に係る土地の周辺住民に対し、工事の内容を周知

させるための説明をおこなわなければならない。 

３ 前項の周知の方法は、宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則（昭和 37 年建設

省令第３号）第６条によるものとする。 

４ 第２項の周知の内容は、別表第１に掲げる項目とする。 

５ 第２項の周知の範囲は、盛土等の境界（法尻）から盛土等（切土）の最大高さに                                    

対して水平距離が盛土等（切土）の最大高さの２倍の範囲以内、盛土のり肩までの

高さに対して盛土のり肩から下方の水平距離が盛土のり肩までの高さの５倍以内

の範囲とする。 

６ 工事施行者は、第２項の規定により実施した近隣住民及び周辺住民への説明につ                                    

いて、別表第２に掲げる事項を記載した報告書（以下「説明報告書」という。）を

宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36 年法律第 191 号）許可申請書に添付しな

ければならない。 

（農地造成に関する技術的指導） 

第６条 農地造成に関する工事の技術的指導は、農地造成に係る農地転用事務処理 

要綱、神奈川県土砂の適正処理に関する条例（平成 11 年神奈川県条例第３号）、宅                                    

地造成及び特定盛土等規制法及びこの要綱に基づいて行うものとする。 

（農地造成の事前相談等） 

第７条 農地造成者等は、その農地造成の計画について、あらかじめ農地造成事前相                                    

談申出書（第１号様式）を農業委員会に提出して技術的指導（法面形成、隣接農地

への被害防除、排水計画等）を受けるものとし、この指導を受ける前に農地造成工

事を行ってはならない。なお、農地法第４条又は第５条の許可申請が必要なときは、

当該手続の前に農地造成事前相談申出書を提出しなければならない。 

２ 前項の農地造成事前相談申出書には、別表第３に掲げる図書等を添付しなければ

ならない。ただし、軽易な農地造成の場合はこれを省略することができる。 

（技術的指導） 

第８条 農地造成事前相談申出書の提出があったときは、農業委員会事務局長は、農                                    

地造成庁内連絡要領（平成６年４月１日決裁）第１条に規定する農地造成庁内連絡

会（以下「庁内連絡会」という。）を開催し、現地を調査した上で、当該農地造成

について必要な技術的指導事項を取りまとめるものとする。ただし、軽易な農地造

成の場合は、付帯する手続について所管課と調整を行うに留め、庁内連絡会の開催

は行わないものとする。 

２ 農業委員会事務局長は、前項の規定により取りまとめた技術的指導事項を基に、

当該農地造成計画の改善や意見について、農地造成者等に指導通知書（第２号様式）

を送付するとともに、農地造成者等からこの指導事項に関する同意書（第３号様式）

を提出させるものとする。ただし、軽易な農地造成の場合は、これを省略すること

ができる。 

（技術的指導事項の遵守） 

第９条 農地造成者等は、前条第２項に規定する指導通知書に記載された指導事項                                    

を遵守して農地造成工事を行わなければならない。 



２ 農地造成者等が、農業委員会等の指導に反して農地造成工事を行っているとき

は、農業委員会は、当該工事の停止及び是正を求めることができる。 

（工事の変更等） 

第 10 条 農地造成者等は、やむを得ない事情により当該農地造成工事の計画を変更                                    

し、又は工事を中止するときは、速やかに農業委員会に報告し、指導を受けなけれ

ばならない。 

２ 農業委員会は、前項の規定による農地造成工事の計画変更又は中止の報告を受け

たときは、第７条の規定に準じて指導するものとする。 

（工事完了の確認等） 

第 11 条 第３条第１項の許可に対する完了報告書が提出されたときは、農業委員等、

庁内連絡会の職員及び農地造成者等の立ち会いにより現地を調査し、第８条第２

項に規定する指導通知書に記載された指導事項に適合した農地造成工事であるこ

とを確認するものとする。 

２ 農業委員会は、当該農地造成工事が第８条第２項に規定する指導通知書の指導事

項に適合していないと認めたときは、是正工事の指導を行うものとする。 

（違反農地造成に対する勧告） 

第 12 条 農業委員会は、農地造成者等がこの要綱に違反して農業委員会の指導に従

わないときは、当該農地造成者等に対し、違反の是正に必要な措置をとるように勧

告するものとする。 

（実行性の確保） 

第 13 条 農業委員会は、この要綱の実行性を確保するため、特に必要があると認め

られるときは、次に掲げる措置を講ずるものとする。 

（１） この要綱及び農地法に違反している農地造成者等から新たに提出される農地

造成事前相談申出書については、承認を与えないこと。 

（２） その他行政上必要な措置をとること。 

（委任） 

第 14 条 この要綱に定めるもののほか、必要な技術的指導については農地造成庁内

連絡要領により、この要綱に違反する行為の是正については無断農地造成の是正

要領（平成６年４月１日決裁）により行うものとする。 

附 則 

１ この要綱は、平成６年４月１日から施行する。 

２ 土地利用変更届出要領（昭和 56 年２月 10 日決裁）は、廃止する。 

附 則 

この要綱は、平成 14 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 15 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年６月２日から施行する。 

 

 



別表第１（第５条第４項関係） 

 １ 農地造成者の氏名又は名称 

 ２ 農地造成が施行される土地の所在地 

 ３ 農地造成の着手予定日及び完了予定日 

 ４ 盛土等の行為の目的 

 ５ 工事の期間 

 ６ 排水施設その他の土砂の崩壊又は流出を防止するための施設の計画 

 ７ 工事中の災害発生防止のための方法 

 ８ 工事施行者が工事に必要な資格を有していること 

 ９ 土砂の性質の区分 

 10 工事を行う日程及び時間帯 

 11 現場責任者の氏名 

 12 許可を受けようとする者の連絡先 

 13 盛土又は切土（土石の堆積の最大）の高さ 

 14 盛土又は切土をする（土石の堆積を行う）土地の面積 

 15 盛り土又は切土（土石の堆積の最大）の土量 

 16 その他農業委員会が必票と認める事項 

 

別表第２（第５条第６項関係） 

 １ 説明の実施日 

 ２ 説明を受けた近隣住民及び周辺市民の住所及び氏名 

 ３ 説明を行った者の氏名 

 ４ 説明の内容 

 ５ 説明に対して出された意見 

 ６ その他農業委員会会長が必要と認めるもの 

 

別表第３（第７条第２項関係） 

 １ 案内図 

 ２ 工事計画書（平面図、縦断図、横断図） 

 ３ 公図の写 

 ４ その他の農業委員会会長が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



参考 

 

（１） 横須賀市が指導する農地造成における「農耕土の厚みの最低値指標」（届出・

許可共通） 

 

（参考、神奈川県農業総合研究所・研修資料） 

 

葉 菜 40 ㎝ 「キャベツ、こまつな、白菜、ホウレンソウ等」 

 

果 菜 50 ㎝ 「トマト、キウリ、ナス、カボチャ、スイカ等」 

 

果樹園 50 ㎝ 「梅、みかん等」ただし、みかんについては生育に適した排水性の良

い土質とする。 

 

短根菜 50 ㎝ 「ネギ、かぶ、にんじん等」 

 

長根菜 80 ㎝ 「大根、ゴボウ、ナガイモ等」 

 

 

（２） 果樹園を造成する場合の植樹本数の目安は下記のとおりとする。 

 

（平成８年発行「神奈川県・近代的果樹園経営の指標」参考） 

 

「梅」 

10 アール当り→苗木 75 本（間引きを想定）、成木（８年もの）18 本 

「みかん」 

10 アール当り→成木 70～100 本



 
第１号様式（第７条第１項関係） 

農地造成事前相談申出書 

（あて先）横須賀市農業委員会会長 

申出年月日    年  月  日 

申出者 

 

      住 所 

農地造成者 氏 名                  印 

      電 話 

 

      住 所 

工事施工者 氏 名                  印 

      電 話 

 

計画地の概要 

所在地番 

横須賀市 

 

外  筆 

地目別面積 
田 ㎡ 畑 ㎡ 

山林その他 ㎡ 合 計 ㎡ 

計画地内の公共

施設等の有無 

道 路 有 無 水 路 有 無 

青 地 有 無 その他 有 無 

事業計画 

一時転用の期間 （許可日から）      年   月 間 

土砂の採取先  

土砂の搬出先  

盛土・埋土の高さ 基面から        ｍ 

切土・掘削の深さ 基面から        ｍ 

目  的 

計画作物 

 

他法令の 

手続状況 

 

規制区域等の 

区    分 

・市街化区域        ・市街化調整区域 

・生産緑地指定農地     ・農業振興地域農用地 

・納税猶予対象農地     ・経営移譲年金対象農地 

・その他（                       ） 

注１ 申出者が複数の場合は、別紙とする。 

注２ 申出者が個人の場合は、署名があれば押印を省略できる。 

注３ 添付書類は、案内図、公図の写し、工事計画書（平面図、縦断図、横断図） 

及び農業委員会会長が必要と認める書類とする。 

 

 



第２号様式（第８条第２項関係） 

 

指 導 通 知 書 

 

番     号 

年  月  日 

 

土地所有者等（使用貸人） 

 

 住 所 

 氏 名 

 

工事施工者（使用借人） 

 

 住 所 

 氏 名 

 

 

横須賀市農業委員会 

会長 氏   名 印 

 

  年  月  日に申出があった下記土地の農地造成計画については、別添の指導

事項を遵守して農地造成工事を施行するように通知します。 

 なお、この指導事項に違反する農地造成工事をされた場合は、工事の停止又は是正

の勧告をすることとなります。 

記 

 
土地の表示 

市 大 字 字 地 番 地 目 面積（㎡） 備 考 

横須賀市       

       

       

       

 

  



第３号様式（第８条第２項関係） 

 

同  意  書 

 

     使用貸人（土地所有者等） 

このたび、                   氏が、 

     使用借人（工事施工者）  

 

    年  月  日に申出を行いました、下記土地の農地造成計画につきまし

て、農業委員会からの指導通知書の内容を確認し、農地造成者として同意いたしま

す。 

 

 

  年  月  日 

 

農地造成者 

 

土地所有者等 

 

住  所 

 

氏  名             印 

 

                工事施工者 

 

住  所 

 

氏  名             印 

 

 

記 

 
土地の表示 

市 大 字 字 地 番 地 目 面積（㎡） 

      

      

      

      

 


